
人口増加やまちの変化に伴い区民ニーズが多様化・複雑化する中にあっても、未来を着実に捉え、効率的な区
政運営を推進します。また、区民にとって便利で質の高いサービスを提供します。

①事務事業改善方向は、「新規」が31（前年度比1減）、「レベルアップ」が108（前年度比49増）、「見直し」が4（前年度
比7減）、「廃止」が33（前年度比9増）となっている。
②5年度職員数は、8年ぶりに増加に転じ、前年度比12人増の2,659人となっている。
③4年度電子申請の件数は3,388件であり、3年度と比べて増となった理由は、転出入ワンストップサービスを開始した
ためである。一方で、児童手当の現況届が一部の方を除き提出不要となったため、その分の電子申請件数は皆減と
なった。
④4年度は3年度と比べ増加した。今後も引き続き、周知方法に工夫を施し利用率向上に努める。
⑤「職員のしごと生活応援プラン」の周知の取り組みにより、3年度と比べ増となったが、同プランに掲げる目標値であ
る18日からは下回っている状況。引き続き、職員の休暇取得促進に向け取り組む。
⑥「職員のしごと生活応援プラン」の周知の取り組みにより、着実に向上している。
⑦新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、実施を見合わせていたが、目下の課題解決に直結する調査・活動
に限定して3年ぶりに実施した。（元年度：137人）

◆国は、令和元年12月に「デジタル手続法」、令和3年5月に「デジタル改革関連法」を制定し、また令和2年12月に「デジ
タル社会の実現に向けた改革の基本方針」、「デジタル・ガバメント実行計画」、「自治体ＤＸ推進計画（令和4年9月改
定）」、令和4年6月に「デジタル社会の実現に向けた重点計画」「デジタル田園都市国家構想基本方針」等の方針を策定
し、デジタル社会の実現に向けた政策を示した。また、都は令和3年4月に「東京デジタルファースト条例」を制定し、本条
例に基づく「東京デジタルファースト推進計画」において、利用者視点に立った行政手続のデジタル化等に取り組むこと
とし、令和5年度には区市町村と共に東京全体のＤＸを推進する「GovTech東京」を設立する。
◆インフラ資産や公共施設等の多くは高度経済成長期に整備され、今後急速に老朽化することが懸念されている。国は
公共施設の戦略的な維持管理・更新等の推進を目的に、平成25年11月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定した。
◆財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することを目的に、地方自治体に対し公共施
設等総合管理計画の策定を平成26年4月に要請し、併せて公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針を策定し
た。また同指針の改訂を平成30年2月、令和4年4月に行った。
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◆5年度は外部評価の最終年度であるため、3年間の外部評価総括を実施するとともに、「江東区長
期計画（後期）」の策定に向けた意見聴取を外部評価委員会の中で実施予定である。
◆施策評価シートの様式見直しにより、課題分析の深度化や、適切な方針の設定に努める。

長期計画進行管理事業

◆「江東区情報化推進プラン」の取り組み方針に基づき、RPAやAIなどのICT利活用ツールの導入や
利活用の拡充を図っている。

電子自治体構築事業

◆戸籍法の改正に伴い、マイナンバーカードを活用した戸籍情報の確認や本籍地以外での戸籍謄
本の取得を5年度後半に実施予定である。

－

◆公共施設等の維持管理・更新等を推進するため、令和5年3月に改訂した「江東区公共施設等総合管理
計画」等に基づき、区有施設の計画的かつ効果的な保全・更新を着実に進めるとともに、区有地・区有施設
の有効活用を図るための検討に取り組んでいる。

－

◆計画的な研修の実施や職員の自主的な調査・研究の促進により、新たな行政課題に対応できる職
員を育成している。また、職員に先進都市等の事例を直接見て、聞いて、体験する機会を与え、意識
改革や政策形成能力の向上に努めている。

職員研修事業、職員自主企画調査事業

住民に身近な基礎自治体として真に行うべき業務を明確にするため、外部評価への区民参画など客観性を担保
した行政評価を活用し、施策及び事務事業の不断の見直しに取り組みます。その上で、社会情勢や区民ニーズ
に的確に対応した新規事業を実施していくとともに、新たな「行財政改革計画」に基づき業務委託や指定管理者
制度、PPP・PFI的手法を積極的に活用し、財政負担の軽減と区民サービスの向上を図ります。さらに、「定員適正
化計画」に基づき職員定数の適正化を図りつつ、機動的な組織体制を整備します。

◆「行政評価システム」による施策評価・事務事業評価の結果を踏まえ、「江東区長期計画」及び各事務事業の見直しを
行うなど、可能な限り予算へ反映するよう努めた。
◆外部評価委員会については、オンライン方式と対面方式を併用し開催するなど、コロナ禍においても、区、区民、評価
委員による建設的な議論ができる体制づくりに取り組んだ。
◆「江東区行財政改革計画」に基づき指定管理者制度を導入するとともに、保育所の調理や学校警備、学校・幼稚園用
務、きっずクラブの業務委託を積極的に進め、財政負担の軽減と区民サービスの向上を図った。
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労働力不足による職員数の減少など将来的に懸念される厳しい環境下においても持続可能な行政サービスが提
供できるよう、「江東区情報化推進プラン」の下、情報システム部門の情報政策機能の強化を図りつつ、RPAやAI
などのICT を活用し定型業務の自動化や事務作業の効率化を進め、職員は企画立案業務など職員でなければ
できない業務に注力していきます。

◆「江東区情報化推進プラン」の方針に基づき4年度については、ぴったりサービス等のオンライン手続メニューの拡充、
RPA適用業務の追加、AI会議録システムや庁内チャットの導入などICTの業務への活用を行った。
◆5年度以降についても業務改善や事務の効率化、区民サービスの向上の視点からICTの利活用の検討を行い、早期
に実現可能で高い効果を見込める業務を対象とした具体的な取り組みを進めていく必要がある。

区民サービスの基本である窓口サービスでの区民満足度向上を図るため、民間委託の一層の推進や窓口サービ
スの質の向上に全庁的に取り組みます。また、行政手続の簡略化・電子化等、行政サービスの一層の向上に努
めていきます。

◆証明書交付手数料の支払いにキャッシュレス決済を導入するとともに、現金払いの際には、自動釣銭機によるセミセル
フ方式を導入し、区民の利便性向上に努めた。
◆マイナンバーカード所有者は、マイナポータルを活用してオンラインで申請することで、転出届にかかる来庁が不要と
なる転出入ワンストップサービスを開始した。

将来の人口動向や施設需要を見据え、「江東区公共施設等総合管理計画」等に基づき区有施設の維持管理・更
新・長寿命化・統廃合などを総合的かつ計画的に行い、財政負担の軽減・平準化と施設の最適な配置を実現し
ます。また、新たな行政需要に対応した施設整備を実現するため、区有地・区有施設の有効活用を図るとともに、
民間活力の活用などあらゆる手法を検討しながら区民ニーズに合った施設整備を進めます。

◆4年度は、社会環境の変化を踏まえつつ、公共施設等の現状・将来分析を実施した上で施設類型毎の利用状況と方
向性を整理し、「江東区公共施設等総合管理計画」を改訂した。
◆感染症対策と社会経済活動の両立を図る観点から、新型コロナウイルス感染症の影響により、3年度当初予算編成に
おいて「江東区長期計画」に掲げる「施設整備・改修計画」の一部先送り及び休止とした施設について、5年度当初予算
編成において再計画化を実施した。
◆人口の増加が進む一方、乳幼児の人口減少や、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会後の社会情勢等にも注
視しながら、引き続き必要な公共施設の整備や既存施設の改修を進める必要がある。
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「江東区人材育成基本方針」に基づく計画的な研修の実施や、職員による自主的な調査・研究の促進、職員の
国や他の地方公共団体等への派遣により、広い視野と「意欲・スピード・思いやり」を持って新たな行政課題を解
決できる職員を育成するとともに、公務員としての倫理意識の徹底を図ります。また、働き方改革については、フ
レックスタイムの導入やペーパーレス会議などの取り組みを進め、併せて長時間労働の是正を図り、職員が健康
で能力を発揮できる組織づくりを進めます。

（令和４年度外部評価実施済施策）

◆目標達成に向けた現状・取組状況については順調に推移しており、施策の進捗状況は概ね順調で
あると言える。
◆今後も取組目標の実現に向け、下記について着実に取り組む必要がある。

◆「江東区長期計画（後期）」の策定に向け、外部評価及び区民意見を反映しながら施策及び事務事
業の見直しを図るとともに、「江東区行財政改革計画」に基づき業務委託や指定管理者制度、PPP・
PFI手法の積極的な活用に努める。

◆効率的な行政運営及び質の高い行政サービス提供のため、引き続きRPAやAIなどＩＣＴの積極的な
利活用を推進していく。

◆マイナンバーカードの普及促進に向けた取り組みを着実に進めるとともに、多様化・複雑化する区
民ニーズを的確に捉え、窓口サービスのデジタル化などICTの活用を推進し、より丁寧で分かりやす
い、区民の立場に立ったサービスの提供に努める。

◆人口動態や原油価格・物価高騰等の社会環境の変化等を注視しながら、「江東区公共施設等総合
管理計画」に基づき適切な公共施設の維持管理・更新に努める。

◆研修のオンライン化・オンデマンド化や、リモートワーク活用の検討をさらに進めるなど、ICTを積極
的に活用しながら、引き続き「江東区人材育成基本方針」及び「職員のしごと生活応援プラン」に基づ
く働き方改革を進める。

◆「江東区人材育成基本方針」に基づき、職場におけるOJTや自己啓発の機会の提供など、職員の能力開発を推進す
るとともに、専門的な人材や多様な人材の確保・育成策について検討を進めていく。
◆4年度は新型コロナウイルス感染症の影響から、職員の自主企画調査・研究活動については限定的に実施した。

◆新型コロナウイルス感染症の影響を受けてはいるものの、区の取り組みは概ね順調に推移してい
る。
◆マイナポータルを活用した新たな電子申請として4年度より、転出入ワンストップサービス、介護保険
11手続き、保育2手続きを開始。申請手続の拡大に伴い、申請件数についても徐々に増加している。

◆3年間実施した外部評価の総括及び計画策定に向け聴取する意見を踏まえ、「江東区長期計画
（後期）」の策定を行う。
◆5年3月に改訂した「江東区公共施設等総合管理計画」等に基づき、6年度末に予定する「江東区長
期計画（後期）」の策定に向けて、財政負担の軽減・平準化を図るとともに、利活用促進や最適配置等
の実現を図っていく。
◆新型コロナウイルス感染症の区民生活や区財政への影響を見極め、ICTの利活用等により業務改
善・事務の効率化・区民サービスの向上に努める。
◆マイナンバーカードの普及に伴い、引き続き、マイナポータルサイトの利用促進とオンライン上で各
種申請や手続きを行える環境整備を推進し、電子申請件数の増加を図っていく。
◆「職員のしごと生活応援プラン」に基づく取り組みを着実に進めていく。
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